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１．序論　
平成 29 年度では、女性の育児休業取得率は平

成 19 年度より 80％以上を維持し、平成 29 年度
では 83.2％であった（厚生労働省，2017）１）。し
かし、仕事や家庭環境は、女性が働きやすい柔軟
な対応ができているとは必ずしもいえない。その
例として、厚生労働白書（2015）２）において、妊
娠・出産・育児が仕事の妨げとなる女性は、第１
子出産前後に約６割が退職している。一方で、現
在就労していない既婚女性の８割は働きたい意向
があり、再就職を希望する時期は、「できるだけ
早く」「子どもが幼稚園・保育所に入園したとき」
「子どもが小学校に入学したとき」がそれぞれ約
２割であった２）。また、近年、 少子・高齢化が進
む中、 国は女性労働力の活用を政策の一つの柱に
位置付け、働きやすい環境や継続就業の取組みに
力を入れている。その例として、誰もが活躍でき
る社会を実現するために掲げたアベノミクスの成
長戦略の一つである「女性の活躍推進」が掲げら
れる。
このように、従来は、主に個人にまかされてい

た仕事と育児の調整に対して、今日では国や企業
による、女性が働きやすく、社会で活躍できるよ
うな取組みがみられる。また、多様な働き方が選
択出来るように仕事と育児の両立のための支援策
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や支援制度の充実を進める働きがある。
そこで、仕事継続を望む女性が、所定労働時間

の短時間労働制度やフレックスタイム制度などの
短縮措置等の制度を利用することで、仕事継続が
可能となり、ワークライフバランス（以下は、Ｗ
ＬＢ）がとれると推察し、本研究では、短縮措置
等の支援策の利用状況別のＷＬＢ満足度に差があ
るのかを明らかにする。

２．先行研究
（1）支援制度の現状
育児・介護休業法が、平成 21 年６月に改正さ

れたことから、事業主は３歳未満の子を養成する
労働者が、短時間労働制度（１日原則６時間）お
よび所定外労働（残業）の免除を希望すると利用
できることが義務付けられた。また、厚生労働省
の「平成 29 年度雇用均等基本調査」１）によると、
育児のための所定労働時間の短縮措置等の制度が
ある事業所の割合は 69.6% である。制度ごとにみ
ると、「短時間勤務制度」が 66.4%、「フレックス
タイム制度」が 15.3%、「始業・終業時刻の繰り
上げ繰り下げ制度」が 36.6%、「所定外労働（残業）
の免除制度」が 62.5%、「育児休業に準ずる措置」
が 13.5% となっている１）。
森田３）は、継続者と離職者にわけて、仕事と

育児の両立支援をみたところ、継続者は「短時間
勤務制度」と「フレックスタイム制度」があり、
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利用もできる環境であったと結論づけた。また、
特に「短時間勤務制度」では、制度があると答え
た継続者が９割弱に対して、離職者は４割程度で
あると確認した。
吉村・奥村４）は、「フレックスタイム制度」が
浸透しない理由として、大都市では関連企業が近
接していることで、企業間の連絡や業務活動を設
定しやすく、業務効率が向上するため、この制度
を採用しないと結論づけている。
山田・有吉・堀川・石原５）は、育児時間のた

めに制度を利用した４名の内１名が、第１子の
時、先に帰ることができなかったので、第２子の
時に始業を遅らせたと、インタビュー例を挙げ
た。また、会社によって制度の使える年数や短縮
時間が異なることを示した。
共働き夫婦の育児支援には、職場の配慮が必要

だが （青木６）） 、本研究では、職場の支援制度の
有無と利用の有無に注目したい。また、雇用状況
別に出産１年前と出産半年後の仕事継続率をみる
と、正規雇用者では出産１年前が51.6%に対して、
出産半年後は 38.2%、非正規雇用者では 23.5% か
ら 4.6% に減少している２）。
そこで、正規・非正規労働者にわけ（以下、雇

用状況別）、小学６年生以下の子どもをもつ既婚
女性を対象に各支援制度（短時間労働制度、フ
レックスタイム制度、始業・終業時刻の繰り上げ
繰り下げ制度、所定外労働（残業）の免除制度、
子どもが病気の時の休暇制度）の利用現状におい
てＷＬＢ満足度に差があるのか分析する。

（2）ＷＬＢの状況
ここでは「支援制度」によるＷＬＢを研究した

先行文献を整理する。杉田７）は、男女従業員が
望むＷＬＢの取れた働き方について調査した結
果、男女とも仕事と生活の均衡が保てないことを
嫌うと結論付けた。また、年齢別では、仕事中心
の男性の年齢は「30～49 歳」で特に、30 代が多い。
女性では、20 代と 50 代が仕事の領域に比重をお
ける世代であった。また、加藤８）は、仕事特性、
職場特性、上司特性からＷＬＢ実現度をみた結

果、休暇や退社がしやすく助け合いの雰囲気があ
る職場がＷＬＢ実現にプラスの影響を与えると分
析した。岸野９）は、上司自身がＷＬＢをとるこ
とで部下の、ＷＬＢの実現に関与していることを
示した。また、勤務先のＷＬＢ配慮に対しては、
仕事要求度とコントロールが交互効果を持つこと
を明らかにした。藤本・脇坂 10）は、ＷＬＢ満足
感と勤務先のＷＬＢ配慮の平均値を５つ（通常勤
務、フレックスタイム、短時間勤務、専門業務型、
企画業務型）の勤務形態で比較した。その結果、
「短時間勤務」は、仕事と私生活の両立が望める
可能性を確認した。また、１ヶ月の残業が 70 時
間以上の者は、仕事の負担から、ＷＬＢ満足感や
勤務先のＷＬＢ配慮の割合が低下するとし、残業
時間の緩和や仕事のやりがいを感じさせることも
重要となると解釈している。小池 11）はＷＬＢ得
点を「フレックスタイム制度」、「在宅勤務制度」
など 13 項目の各制度が企業で有していると１点
とし、合計点を用いた結果、点数が高いほど業績
が高くなる結果を出している。一方、ＷＬＢ施策
の導入はもともと業績の高い大企業が行う傾向に
あり、中小企業でのＷＬＢへの取り組みには障害
が高いとした。坂爪 12）は、ファミリー・フレン
ドリー施策が、働きがいと働きやすさに与える影
響を検証した結果、制度があるだけではなく、運
用されると働きやすくなる。そのためには、制度
の存在を認識させ、自分自身に関係がある制度と
理解させなればならないと結論づけた。また、
ファミリー・フレンドリー施策は女性の離職率の
低下にも有効であることを示している。
以上の先行研究から、労働時間の改善には支援

制度が有効的であることがわかった。また、職場
環境がＷＬＢに関与していることも伺えた。

３．分析
（1）研究問題および分析方法
本研究では、支援制度の有無・利用の有無別の

ＷＬＢ満足度にどのような差があるのか、図１の
分析モデルにそって、以下の研究問題を設定する。
その際、雇用状況別に加え、子どもの年齢階層
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別の分析も行う。

図1．分析モデル

第１に、雇用状況別支援制度の有無と利用の有
無別のＷＬＢ満足度に差があるのか。
第２に、子どもの年齢階層別支援制度の有無と

利用の有無別のＷＬＢ満足度に差があるのか。
第３に、雇用状況別、子どもの年齢階層別のＷ

ＬＢ満足度に違いがあるのか。
なお、支援制度は、「短時間労働制度」、「フレッ
クスタイム制度」、「始業・終業時刻の繰り上げ繰
り下げ制度」、「所定外労働の免除制度」、「子ども
が病気の時の休暇制度」の５つの制度を用いる。
分析は、次の方法で行う。第１に雇用状況別・

子どもの年齢階層別に、支援制度の状況を把握す
るためにクロス集計を行う。第２に支援制度の有
無と利用の有無別に、ＷＬＢ満足度の平均値の差
を確認するため分散分析を行う。

（2）分析対象
分析に用いるデータは、日本政策金融公庫総合

研究所の「女性の働き方に関するアンケート」で
ある。この調査は国内の企業で働く 20 歳から 59
歳までの女性を対象に、勤務先での働き方や家庭
と仕事を両立させるための支援策、働く上で重視
することなどについて調査したものである。調査
対象者は、6,568 名（回収率 64.4%）であるが、
本研究では、小学６年生以下の子どもをもつ就業
者の既婚女性 644 名を分析対象とする。

（3）変数の定義
１）従属変数
従属変数としてＷＬＢ満足度を用いる。「現在

の仕事と生活に関する、あなたの満足度につい
て、それぞれお答えください」という質問に対し
て、「かなり満足」に１点、「やや満足」に２点、「や
や不満足」に３点、「かなり不満足」に４点の４
段階で回答してもらっている。分析に際しては、
「かなり満足」４点から「かなり不満足」１点に
リコードして分析を行う。
２）独立変数
支援制度は「短時間労働制度」、｢フレックスタ

イム制度｣、「始業・終業時刻の繰り上げ繰り下げ
制度」、「所定外労働（残業）の免除制度」、「子ど
もが病気の時の休暇制度」の５つである。「あな
たの働き方に対する希望を、現在の勤務先がどの
程度満たしているのか、お答えください」という
質問に対して、「制度あり、利用あり」、「制度あり、
利用なし」、「制度なし、対応あり」、「制度なし、
対応なし」の４グループで調査したものである。
分析では、「制度あり、利用あり」を「利用グルー
プ」、「制度あり、利用なし」を「利用しないグルー
プ」、「制度あり、対応あり」を「対応ありグルー
プ」、「制度なし、対応なし」を「全てないグルー
プ」と命名する。

４．分析結果
（1）基本属性
本研究の分析対象者の基本属性を表１に示す。

分析対象者の年齢をみると、20 歳代が 9.8%、30
歳代が43.3%、40歳代が44.1%、50歳代が2.8%で、
30～40 歳代の割合が高かった。最終学歴につい
ては、高卒以下が30.4%、大卒以上が69.6%であっ
た。子どもの数では１名が 65.1%、２名が
31.8%、３名が 3.1% であった。子どもの年齢につ
いては「０～３歳」「４～６歳」「小学生」の３つ
の年齢階層にわけた。子どもの数が１名の場合の
年齢階層をみたところ、「０～３歳」が 23.9%、「４
～６歳」が 13.4%、「小学生」が 62.8% であった。
子どもの数が２名では、「０～３歳」が 19.2%、「４
～６歳」が 30.0%、「小学生」が 50.8% であった。
子どもの数が３名で、「０～３歳」が 23.9%、「４
～６歳」が 34.8%、「小学生」が 41.3% であった。
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年収については、149 万円以下が 59.9%、150 万
円以上が 40.1% であった。雇用状況は、正規雇用
者が 35.1%、非正規雇用者が 64.9% であった。

表1．基本属性

（2）雇用状況別の支援制度の状況
　１）雇用状況別の支援制度の有無・利用の有無
雇用状況別の支援制度の利用状況を表２に示し

た。

ＷＬＢ満足度の平均値は、正規雇用者が 2.77、
非正規雇用者が 2.88 であった。
雇用状況別に比較すると、正規雇用者では５つ

の全ての支援制度で、「利用グループ」と「利用
しないグループ」の割合が非正規雇用者よりも高
かった。一方、非正規雇用者は５つの全ての支援
制度で、「対応ありグループ」の割合が正規雇用
者よりも高かった。
　２）正規雇用者における子どもの年齢階層別の

支援制度の有無・利用の有無
表３は、正規雇用者において子どもの年齢階層

別に支援制度の有無と利用の有無を示した。ＷＬ
Ｂ満足度の平均値は「０～３歳」が 2.75、「４～
６歳」が 2.81、「小学生」が 2.79 であった。
「短時間労働制度」、「フレックスタイム制度」

「所定外労働の免除制度」では、「利用グループ」
の割合が「０～３歳」、「４～６歳」、「小学生」の
順に低い。子どもの年齢が上がるにつれて「利用
グループ」の割合が低くなることが確認できた。
一方、「短時間労働制度」、「始業・終業時刻の繰
り上げ繰り下げ制度」、「子どもが病気の時の休暇
制度」については、「対応ありグループ」の割合が、
「０～３歳」、「４～６歳」、「小学生」の順に高い。
子どもの年齢が上がるにつれて「対応ありグルー
プ」の割合が高かった。

表３．正規雇用者の子どもの年齢階層別、支援制度
の有無、利用の有無

表２．雇用状況別の支援制度の有無、利用の有無
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　３）非正規雇用者における子どもの年齢階層別
の支援制度の有無・利用の有無

非正規雇用者において、子どもの年齢階層別の
支援制度の有無と利用の有無をみる（表４）。Ｗ
ＬＢ満足度の平均値は「０～３歳」が 2.88、「４
～６歳」が 2.88、「小学生」が 2.89 であった。
５つの全ての支援制度で、「利用グループ」の

割合が「０～３歳」、「４～６歳」、「小学生」の順
に低い。子どもの年齢が上がるにつれて「利用グ
ループ」の割合が低かった。
「子どもが病気の時の休暇制度」においては、「対
応ありグループ」の割合が「０～３歳」、「４～６
歳」、「小学生」の順に高い。子どもの年齢が上が
るにつれて「対応ありグループ」の割合が高かっ
た。また、「短時間労働制度」「フレックスタイム
制度」「所定外労働の免除制度」では「対応あり
グループ」割合が「４～６歳」で最も高かった。

表４．非正規雇用者の子どもの年齢階層別、支援制
度の有無、利用の有無

（3）支援制度別ＷＬＢ満足度との関係
　１）支援制度別ＷＬＢ満足度－雇用状況別－
雇用状況別支援制度の有無・利用の有無別のＷ

ＬＢ満足度の平均値に差があるのかを分散分析で
確認した（表５）。
まず、正規雇用者では全ての支援制度において

制度の有無・利用の有無別のＷＬＢ満足度の平均
値に差があり、その差が有意であった。具体的に、
全ての制度で「利用グループ」のＷＬＢ満足度の
平均値が最も高い結果であった。特に ｢子どもが
病気の時の休暇制度｣では、「利用しないグループ」
のＷＬＢ満足度の平均値が最も低かった。
非正規雇用者は「子どもが病気の時の休暇制度」
以外の支援制度の有無と利用の有無別のＷＬＢ満
足の平均値に有意差がみられ、さらに「対応あり
グループ」と「全てないグループ」のＷＬＢ満足
度の平均値の差が有意である。非正規雇用者では
「フレックスタイム制度」、「所定外労働（残業）
の免除制度」で「対応ありグループ」のＷＬＢ満
足度の平均値が高く、「全てないグループ」のＷ
ＬＢ満足度の平均値が最も低かった。
また、「短時間労働制度」と「始業・終業時刻

の繰り上げ繰り下げ制度」に若干の違いがみられ
た。「短時間労働制度」では、「利用しないグルー
プ」の平均値が最も高く、「対応ありグループ」
と「全てないグループ」の他に、「利用しないグルー
プ」と「全てないグループ」のＷＬＢ満足度の平
均値にも有意差がみられた。
また、「始業・終業時刻の繰り上げ繰り下げ制
度」では、「利用グループ」のＷＬＢ満足度の平
均値が最も高く、「対応ありグループ」と「全て

表５．雇用状況別の支援制度によるＷＬＢ満足度
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ないグループ」の他に、「利用グループ」と「全
てないグループ」のＷＬＢ満足度の平均値の差も
有意であった。
　２）雇用状況別の支援制度とＷＬＢ満足度の比

較
雇用状況別に、支援制度の有無・利用の有無別

のＷＬＢ満足度の平均値に差があったものをまと
めた結果を以下に示す。
「短時間労働制度」、「フレックスタイム制度」、
「始業・終業時刻の繰り上げ繰り下げ制度」、「所
定外労働の免除制度」で、雇用状況別の違いがみ
られた。正規雇用者では「利用グループ」、非正
規雇用者で「対応ありグループ」のＷＬＢ満足度
の平均値が高かった。
　３）正規雇用者における支援制度とＷＬＢ満足

度－子ども年齢階層別－
表６は、正規雇用者を、子どもの年齢階層別に

わけて、支援制度の有無・利用の有無別のＷＬＢ
満足度の平均値に差があるのかを分散分析で確認
した。
子どもの年齢階層の中で、「０～３歳」では、「子
どもが病気の時の休暇制度」のみ支援制度の有
無・利用の有無別のＷＬＢ満足度の平均値に有意
な差がみられた。具体的に、「利用グループ」の
平均値が最も高く、「利用しないグループ」のＷ
ＬＢ満足度の平均値が最も低かった。また、この
２つのグループのＷＬＢ満足度の平均値の差は有

意であった。
「４～６歳」をみると、「短時間労働制度」でＷ
ＬＢ満足度の平均値に有意な差がみられ、「対応
ありグループ」のＷＬＢ満足度の平均値が最も高
く、「全てないグループ」のＷＬＢ満足度の平均
値が最も低かった。この２つのグループのＷＬＢ
満足度の平均値の差は有意であった。
「小学生」については、「短時間労働制度」、「フ
レックスタイム制度」、「所定外労働の免除制度」、
「子どもが病気の時の休暇制度」で、ＷＬＢ満足
度の平均値に有意な差がみられた。また、どの制
度も、「利用グループ」のＷＬＢ満足度の平均値
が最も高く、「全てないグループ」のＷＬＢ満足
度の平均値が最も低い結果であり、この平均値の
差が有意であった。
　４）非正規雇用者における支援制度とＷＬＢ満

足度－子ども年齢階層別－
非正規雇用者について、子どもの年齢階層別

に、支援制度の有無・利用の有無別のＷＬＢ満足
度の平均値に差があるのかを分散分析した結果を
表７に示す。
支援制度の有無・利用の有無別のＷＬＢ満足度

の平均値の差が有意であった制度は、「０～３歳」
では、「始業・終業時刻の繰り上げ繰り下げ制度」
のみであった。「対応ありグループ」の平均値が
最も高く、「利用しないグルーブ」の平均値が最
も低かった。また「対応ありグループ」と「利用

表６．正規雇用者の子どもの年齢階層別支援制度に
よるＷＬＢ満足度

表７．非正規雇用者の子どもの年齢階層別支援制度
によるＷＬＢ満足度
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しないグループ」の平均値の差が有意であった。
「４～６歳」では、「短時間労働制度」と「始業・
終業時刻の繰り上げ繰り下げ制度」のＷＬＢ満足
度の平均値の差が有意であった。「短時間労働制
度」は、「利用しないグループ」のＷＬＢ満足度
の平均値が最も高く、「全てないグループ」の平
均値が最も低い結果で、「利用しないグループ」
と「全てないグループ」のＷＬＢ満足度の平均値
に有意な差がみられた。「始業・終業時刻の繰り
上げ繰り下げ制度」は、「利用グループ」のＷＬ
Ｂ満足度の平均値が最も高く、「全てないグルー
プ」の平均値が最も低かった。また、この二つの
グループのＷＬＢ満足度の平均値の差が有意で
あった。
「小学生」では、「短時間労働制度」、「始業・終
業時刻の繰り上げ繰り下げ制度」、「所定外労働の
免除制度」の支援制度の有無・利用の有無別のＷ
ＬＢ満足度の平均値が有意であった。３つの支援
制度とも、「対応ありグループ」と「全てないグルー
プ」の平均値に有意差がみられた。
　５）子どもの年齢階層別の支援制度とＷＬＢ満

足度の比較
子どもの年齢階層別に、支援制度の有無・利用

の有無別のＷＬＢ満足度の平均値に差があったも
のをまとめた結果を以下に示す。「０～３歳」を
みると、雇用状況別での共通点がみられなかっ
た。正規雇用者では「子どもが病気の時の休暇制
度」で「利用グループ」のＷＬＢ満足度の平均値
が高く、非正規雇用者では「始業・終業時刻の繰
り上げ繰り下げ制度」で「対応ありグループ」の
ＷＬＢ満足度の平均値が高かった。
「４～６歳」では、「短時間労働制度」で雇用状
況別の差が確認できた。正規雇用者では「対応あ
りグループ」のＷＬＢ満足度の平均値が高く、非
正規雇用者では「利用ないグループ」のＷＬＢ満
足度の平均値が高かった。
「小学生」をみると、「短時間労働制度」と「所
定外労働の免除制度」で雇用状況の差がみられた。
２つの支援制度とも、正規雇用者では「利用グ
ループ」のＷＬＢ満足度の平均値が高く、非正規

雇用者は、「対応ありグループ」のＷＬＢ満足度
の平均値を高かった。また、正規雇用者のみでは
「フレックスタイム制度」、「子どもが病気の時の
休暇制度」で「利用グループ」のＷＬＢ満足度の
平均値が高く、非正規雇用者のみでは、「始業・
終業時刻の繰り上げ繰り下げ制度」で「対応あり
グループ」のＷＬＢ満足度の平均値が高いことが
確認できた。「小学生」は、雇用状況に関わらず、
支援制度の有無・利用の有無別のＷＬＢ満足度の
平均値に差があった支援制度が他の子どもの年齢
階層よりも多かった。

５．考察
本研究では、雇用状況別・子どもの年齢階層別

の支援制度の有無・利用の有無別の、ＷＬＢ満足
度の平均値に差があるのかを分析した。結果をま
とめ、考察を行う。
第１に、正規雇用者では、５つの全ての支援制

度において制度の有無・利用の有無別に、ＷＬＢ
満足度の平均値に違いがあり、「利用グループ」
のＷＬＢ満足度の平均値が最も高かった。特に
「子どもが病気の時の休暇制度｣ では、「利用しな
いグループ」のＷＬＢ満足度の平均値が最も低
かったことから、制度が形だけで利用できなかっ
た可能性も考えられる。
非正規雇用者では、「短時間労働制度」、「フレッ

クスタイム制度」、「始業・終業時刻の繰り上げ繰
り下げ制度」、「所定外労働の免除制度」のＷＬＢ
満足度の平均値に有意な差があった。また、「対
応ありグループ」のＷＬＢ満足度の平均値が高
かった。
非正規雇用者は制度がなくても対応があるグ

ループのＷＬＢ満足度が高かったことについて
は、正規雇用者に比べ、制度の整備が不足してい
るため、対応してもらえるグループのＷＬＢ満足
度が高いことにつながったと考えられる。本研究
でも、支援制度がない非正規雇用者の割合が７割
以上であったが「フレックスタイム制度」以外の
支援制度では、「対応ありグループ」の非正規雇
用者の割合が最も高く４割前後であった。今後は
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支援制度の整備が特に非正規雇用者において求め
られる。
第２に、子どもの年齢階層別に、支援制度によ

るＷＬＢ満足度の平均値に差が認められた制度を
みる。「０～３歳」をもつ正規雇用者では、「子ど
もが病気の時の休暇制度」のみＷＬＢ満足度の平
均値に有意な差がみられ、「利用グループ」のＷ
ＬＢ満足度の平均値が最も高かった。特に０～３
歳児では、急に病気になる可能性が高いものの、
病気の子どもを預かってくれる施設が少ないこと
が考えられる。子供の緊急時に対応できる支援制
度を求めていると推察される。
非正規雇用者においては、「始業・終業時刻の

繰り上げ繰り下げ制度」のみＷＬＢ満足度の平均
値に有意な差がみられ、「対応ありグループ」の
ＷＬＢ満足度の平均値が最も高かった。本研究で
のこの制度がある割合は約 26% と低く、職場の
配慮に頼っているとも推察できる。また、「利用
しないグループ」のＷＬＢ満足度の平均値が最も
低いことから、制度を利用しないと選択したので
はなく、制度があっても利用できなかった可能性
も考えられる。
「４～６歳」をみると、「短時間労働制度」で、
雇用状況別に違いが認められた。正規雇用者では
「対応ありグループ」のＷＬＢ満足度が高く、職
場の配慮をもとめているとも推察される。非正規
雇用者では「利用しないグループ」のＷＬＢ満足
度の平均値が最も高く、制度を使用しなくても、
制度の使用の有無を選択できるグループのＷＬＢ
満足度が高かったと考えられる。
「小学生」をみると、「短時間労働制度」、「フレッ
クスタイム制度」、「所定外労働の免除制度」、「子
どもが病気の時の休暇制度」で「利用グループ」
のＷＬＢ満足度の平均値が高く、非正規雇用者
は、「短時間労働制度」、「始業・終業時刻の繰り
上げ繰り下げ制度」、「所定外労働の免除制度」で
「対応ありグループ」のＷＬＢ満足度の平均値が
高かった。雇用状況に関わらず「小学生」をもつ
女性は、支援制度の利用や対応があるグループの
ＷＬＢ満足度が高いことが確認できた。

子どもの年齢が上がるにつれて、所定労働時間
の短縮措置制度の減少や３歳に満たない子どもが
いる労働者を対象とした、育児・介護休業法など、
「０～３歳」の子どもをもつ労働者に注目する傾
向があると考えられる。また、「小４の壁」や学
童保育の待機児童問題もあり、「小学生」をもつ
女性にも目を向ける必要がある。結婚や出産をし
ても仕事継続を望む女性への支援制度に加えて、
｢小学生｣ をもつ母親にも子どもの年齢や個々の
ニーズにあった支援制度を広げるよう働きかけて
いくことが重要である。
第３に、雇用状況別、子どもの年齢階層別の支

援制度とＷＬＢ満足度の比較をする。
雇用状況別にＷＬＢ満足度の平均値に有意な差

があった支援制度を比較すると、正規雇用者は支
援制度が整備され、利用ができるグループのＷＬ
Ｂ満足度が高く、非正規雇用者は、制度がなくて
も柔軟な対応があるグループのＷＬＢ満足度が高
いことが確認できた。しかし、「４～６歳」の「短
時間労働制度」をみると、正規雇用者では「対応
ありグループ」のＷＬＢ満足度が高く、非正規雇
用者で「利用しないグループ」のＷＬＢ満足度の
平均値が高いことから、雇用状況や他の子どもの
年齢階層とは、求めている「短時間労働制度」の
内容が異なることがわかった。

雇用状況や子どもの年齢など、企業側が従業員
のニーズにあった支援制度を取り入れることで従
業員に浸透し利用者が増加することが考えられ
る。さらに、制度に対する認知度が高まり職場の
理解や協力者が得られ、支援制度を利用したい人
が利用できる職場環境へと変化することが期待さ
れる。
平成 28 年４月１日より施行された、女性活躍

推進法では、企業が女性の活躍に関する現状把握
や課題を分析し、それらを踏まえた行動計画の策
定、公表をすることになった。今後は、各企業の
支援制度の取組が、従業員にあった支援制度に変
化しているか調査していきたい。
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